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沿って貿易に体化された CO2 の排出量」をとらえる体化された CO2 貿易額を推計す
る取り組みも，一方で進められてきた。地球温暖化問題への対応にあたり，世界的な








析の手法を用いて “付加価値貿易額”，および “CO2 貿易額” の数値を推計した結果を
ふまえ，その要点をご紹介頂くとともに，推計結果の持つ含意に関して以下のお話を
うかがった。
　まず，付加価値貿易に関しては，1995 年と 2010 年の 2 時点に関して得られた推計
値に基づき，“国際分業率” および “国産化率” という指標を計算した結果が紹介され
たが，その特徴として，たとえば⑴ “国産化率” に注目すると，全般に先進国の方
が，途上国よりも高い値を示す傾向が強い，⑵ただし，近年は，先進国，途上国を問






　一方，CO2 貿易に関しては，1995 年と 2009 年の 2 時点に関して得られた推計結果







排出に対して “世界共通価格” を設ける」ことを通じ，CO2 の削減に向け，先進国と
途上国が責任をシェアする一つの方法であると考えられる。ただし，もし「CO2 証書
の発行」という手法が利用可能となるならば，（世界共通価格ではなく）「発行国や産
業ごとに “異なる価格”」を設けることにより，各国の実情に応じた機動的な対応が
実現できると考えられる。
（文責：林　尚志）
